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就労証明書の標準的様式の活用状況及び電子入力への対応状況に関する調査 

並びに標準的様式の活用に当たっての留意事項について（依頼） 

 

 

平素より、子ども・子育て支援施策の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げま

す。 

先般、「保育の必要性の認定の際に用いる就労を証明する書類の様式について（依

頼）」（平成 29年３月 31日事務連絡）により、申請者勤務先の人事担当者による就労

を証明する書類（以下「就労証明書」という。）作成に係る業務負担の軽減のため、

各市区町村において、電子入力に対応した就労証明書の様式の作成等について御検討

及び御対応をお願いしたところであり、重ねてお願いいたします。 

さらに、「保育の必要性の認定の際に用いる就労証明書の標準的様式について（照

会）」（平成 29 年４月 24 日事務連絡）により、就労証明書に必要な項目を絞り込み、

かつ、用語の定義を統一した標準的様式案をお示し、各市区町村から御意見を頂きま

した。 

その上で、「保育の必要性の認定の際に用いる就労証明書の標準的様式について」

（平成 29年８月８日府子本第 559号／子保発 0808第１号）により、就労証明書の標

準的様式をお示しし、できる限り御活用いただくようお願いしたところであり、重ね

てお願いいたします。 

また、当該通知文において、標準的様式の活用状況を把握するためのフォローアッ

プ調査の実施を考えている旨お伝えしておりました。 

この度、下記１．及び別添調査票のとおり、標準的様式の活用状況及び電子入力へ

の対応状況に関する調査を実施することとしましたので、貴管内の市区町村に照会の

上、平成 30年１月 19日（金）までに御提出いただくようお願い申し上げます。 

あわせて、規制改革推進会議行政手続部会における議論等を踏まえ、企業等及び市

区町村の更なる業務負担軽減を図るべく、標準的様式の活用に当たっての留意事項を

下記２．のとおりお示ししますので、貴管内の市区町村に御周知いただくようお願い

申し上げます。 



記 

 

１．標準的様式の活用状況及び電子入力への対応状況に関する調査について 

（１）提出方法 

貴都道府県において、貴管内の市区町村（政令指定都市、中核市及び特別区を

含む。）に照会していただき、別添調査票の別紙１に自動入力された各市区町村

の回答を別紙２に転記して取りまとめの上、御提出ください。 

（２）提出期限及び提出先 

提出期限： １月 19日（金）18時 

提 出 先： 内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付 

（kodomokosodate2@cao.go.jp） 

 

２．標準的様式活用に当たっての留意事項について 

今後、企業等が標準的様式を元に自動入力等のシステム化を行うことにより、就

労証明書作成に係る業務負担の更なる軽減を図ることが想定されます。 

そのため、自治体の事情により標準的様式の項目を加除修正する場合においては、

標準的様式の１から15までの項目を変更しないようにすることが求められるため、

加除修正の方法については、以下のとおりとしていただくようお願いいたします。 

 

（１）項目を修正・削除する場合 

修正・削除対象項目が記載されているエクセルの行を修正・削除するのではな

く、当該項目の欄を黒塗りにするとともに、修正後の項目は、備考欄以降に行を

追加して記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）項目を追加する場合 

１から 15の項目の間に行を追加するのではなく、修正・削除する場合と同様、

備考欄以降に行を追加して記入する。 

 

以上 

修正・削除項目の

欄を黒塗り 

修正後の項目の

行を追加 
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＜問合せ先＞ 

【標準的様式に関する問合せ】 

内閣府子ども・子育て本部 松川、櫻井 

TEL:03-6257-1465（直通） 

【電子入力対応に関する問合せ】 

内閣官房 IT総合戦略室 川崎、土屋 

TEL:03-6205-4196（直通） 


